第１８章　公務員及び選挙
地方公務員の数
　地方公務員とは、いわゆる地方公共団体に勤務する者をいい、その範囲は地方公共団体の職種により極めて広範かつ多様で、更にその身分が国家公務員に属する者もあり、複雑多岐にわたっている。行政部門別、職員区分別に分けてみると、一般職員、教育公務員、警察官、議会議員となり、一般職員は更に、一般行政関係、消防関係、企業関係、教育関係等に細分される。
　昭和53年４月１日現在、大阪府及び府下市町村に勤務する地方公務員数は総数で20万7,658人となり、52年に比べて2,886人、1.4パーセントの微増にとどまった。これは、石油危機以降の長期不況に伴って新規職員の採用手控えが続いているためである。
　部門別にみると、一般職の公務員は12万7,090人で、このうち53.2パーセントが一般行政関係の職員である。又、教育公務員（幼稚園、小学校、中学校、高等学校、養護教育諸学校に勤務する本務教員）は６万2,728人、警察官は１万7,840人となっている。
　又、公務員１人当たりの府民数をみると、一般職員は府民65人に１人の割合、警察官は460人に１人の割合である。
　なお、府市町村議会の議員数は52年末現在で、定数1,365人に対し1,352人となり、13人が欠員である。
選挙人名簿登録者数
　昭和42年７月に住民基本台帳法が公布され、44年７月から同法第15条の規定が施行された。この結果、従来の永久選挙人名簿への登録申出制度が廃止され、住民基本台帳に記載されている者を市町村長の職権で登録することとなり、又登録回数も選挙時と年１回（9月）の定時登録に簡素化され、選挙時にできるだけ多くの有権者がは握できるようになった。
　昭和53年９月10日現在の登録者数は565万5,283人（男277万6,588人、女287万8,695人）となり、52年に比べて１万7,370人、0.3パーセント増加した。地域別にみると、大阪市地域が190万7,959人で52年よりも２万6,384人減少したほかは、各地域とも増加しており、大阪市域のウェイトは年々低下している。
衆議院議員選挙の概況
　昭和51年12月５日に実施された第34回衆議院議員選挙は、50年に衆議院の定数是正、選挙公営の拡充など公職選挙法の大幅な改正がなされて初めて行われる全国一斉の国政選挙であり、又新憲法下で初めての任期満了による選挙であった。
　今回の総選挙は、ロッキード事件、長びく景気の停滞、選挙直前に新党が結成されるなどの情勢の中で、いわゆる６大政党による激しい選挙戦が展開された結果、全国の投票率は73.45パーセントと高かった。
　この傾向は大阪での投票にもみられ、当日有権者数は560万人（男276万人、女284万人）で、投票率は64.05パーセント（男62.67パーセント、女65.40パーセント）と、最近の総選挙の投票率としては42年（第31回）の68.39パーセントに次ぐ高率である。
参議院議員選挙の概況
　昭和52年７月10日に執行された第11回参議院議員通常選挙は、既成６政党の外に新たに社会市民連合、革新自由連合、日本女性党が確認団体となり激しい選挙戦が展開された。又、与野党逆転の成否が今回の選挙の焦点として前面に押し出されたものの、51年暮れの総選挙時のロッキード問題や、前回（49年）の参議院選挙での石油ショック、狂乱物価などの際立った政治的争点がとぼしかったため、全国（地方区）の投票率は前回をかなり下回った。
　一方大阪地方区の状況をみると、３議席を12人の候補者が争うという全国でも屈指の激戦区となったが、投票率は62.56パーセント（男60.76パーセント、女64.31パーセント）にとどまった。しかし、衆議院議員総選挙に比べて全般的に低調と言われる中にあっては、今回の投票率はまずまずの結果であった。
　市町村別に投票率をみると、前回を上回ったのは東大阪市（62.28パーセント）と河内長野市（65.88パーセント）の２市だけである。又、今回府の最高を記録したのは豊能町（76.65パーセント）で、以下能勢町（75.56パーセント）、交野市（70.52パーセント）、田尻町（70.07パーセント）、の順。逆に、団地などを抱え、無党派層の多い都市では軒並み低調で、大阪市（60.21パーセント）を除いて最も低率だったのは泉南市（60.22パーセント）で、次いで泉佐野市（60.27パーセント）、茨木市（61.32パーセント）などである。
